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  令和 7年度  
職業リハビリテーションに関する調査研究報告書 

及びマニュアルを作成しました 
 

JEED（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）では、新しい就労支援ニーズ等に対応し  
た職業リハビリテーションに関する調査研究及び支援技法の開発を実施しています。 

このたび、令和７年度に作成した調査研究・技法開発の報告書及びマニュアルを取りまとめまし
たので、お知らせします。 
 
 

 

 

 

調査研究報告書（別添資料１参照） 

１  職場復帰支援におけるキャリア再形成に関する調査研究（調査研究報告書 No.183） 

２  企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と課題に関する調査研究（調査研究報告書 No.184） 

３  「就労支援のためのアセスメントシート」の効果的な活用方法に関する研究（調査研究報告書 No.185） 

４  中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する研究（調査研究報告書 No.186） 

５  障害者手帳を所持していない精神障害者、発達障害者の就労・支援実態等に関する調査研究（調査研究報告書 No.187） 

6 諸外国における障害者雇用施策の現状と課題に関する研究（調査研究報告書 No.188） 

 

 
※  上記の調査研究報告書については、６月頃に説明動画を障害者職業総合センター（NIVR：ナイバー）

ホームページ（https://www.nivr.jeed.go.jp/）に掲載する予定です。  
 

 

マニュアル（別添資料 2 参照） 

１  障害者雇用の質の向上に向けて（マニュアル No.86） 

２  就労支援のためのアセスメントシート活用ガイド（マニュアル No.87） 

３  取組事例から学ぶ「中高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント（マニュアル No.88） 

４  作業管理支援の改良（実践報告書 No.43） 

５  雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法（実践報告書 No.44） 

６  在職中の高次脳機能障害者の職場再適応に向けた支援技法の開発（実践報告書 No.45） 

 

調査研究・技法開発の報告書・マニュアル（令和７年度） 

 お問合せ 

研究企画部企画調整室（担当：小林） 

TEL:043-297-9067／Mail: nivrhp＠jeed.go.jp 

 

※マニュアル 4～6 

職業センター企画課（担当：牧） 

TEL:043-297-9043／Mail: csgrp@jeed.go.jp 

詳細は、障害者職業総合センター（NIVR:ナイバー）ホームページ
（https://www.nivr.jeed.go.jp/）をご覧ください。 
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－精神疾患等による休職者のキャリア形成－

調査研究報告書	№183

職場復帰支援におけるキャリア再形成に関する調査研究

堂井 康宏、近藤 光徳、浅賀 英彦、宮澤 史穂、知名 青子、八木 繁美（障害者職業総合センター）

●研究の目的
本調査研究は、精神疾患（発達障害による二次障害も含む）や高次脳機能障害により休職し、復職した社員に対する

職場復帰支援機関（医療機関、地域障害者職業センター、リハビリテーションセンター、EAP 機関）による支援体制構

築に資するため、①職場復帰支援機関による支援が当該社員のキャリア形成に与える影響、②当該社員に対する企業の

キャリア形成支援、③支援機関の支援や企業のキャリア形成支援に対する当該復職した社員の受け止め及び、当該復職

した社員のキャリア観の変化について把握することを目的としています。

●活用のポイントと知見
精神疾患や高次脳機能障害により休職し、復職した社員に対する職場復帰支援実施機関による支援が社員のキャリア

形成に与える影響や、企業・職場復帰支援実施機関の支援内容、支援に対する復職した社員の受け止めやキャリア観の

変化を明らかにすることにより、障害者職業総合センター職業センターにおける支援技法の開発・改良に役立てること

を目的としています。

図１「利用者のキャリアの見つめ直しに影響を与えた支援」医療機関の回答

図２　「利用者のキャリアの見つめ直しに影響を与えた支援」地域障害者職業センターの回答

支援に関わる用者の主たる疾患や障害名（複数回答）
図３（単純集計） 図４（キャリア見つめ直しに効果） 図４（キャリア見つめ直しに効果）
n % n ％ 図3n-図4ｎ（効果なし） ％

6 基礎体力(n=63) 63 91.3 13 20.6 50 20.6 医療連絡支援（n=44） 27.3

4 リラクセーション(n=68) 68 98.6 20 29.4 48 29.4 企業支援（n=45） 31.1

9 その他(n=10) 10 14.5 3 30.0 7 30.0 基礎体力支援（n=48） 41.7

5
作業能力・集中力
(n=65)

65 94.2 23 35.4 42 35.4 その他（n=11） 45.5

8 感情表現(n=34) 34 49.3 17 50.0 17 50.0 対人技能支援（n=48） 45.8

3
コミュニケーション
(n=68)

68 98.6 40 58.8 28 58.8 新たな職務支援（n=28） 46.4
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休職に入ってから復職準備までの働きかけ n %

キャリア形成を支える取組につ当該の復職社一般社員へ実施している
23 ⑮３６０度フィードバック 13.9 33.3 5
22 ⑭複線型人事制度 5.6 27.8 2
21 ⑬キャリア・シート 33.3 47.2 12
20 ⑫ジョブ・ローテーション 50.0 66.7 18
19 ⑪社会貢献活動の支援 38.9 58.3 14
18 ⑩社内ＦＡ制度、社内公募制度 33.3 50.0 12
17 ⑨目標管理制度 55.6 80.6 20
16 ⑧メンター制度 13.9 33.3 5
15 ⑦定期的な人材アセスメント 13.9 13.9 5
14 ⑥自己啓発に対する支援 47.2 75.0 17
13 ⑤キャリアカウンセリング 13.9 33.3 5
12 ④定期面談・１ｏｎ１ミーティング 69.4 83.3 25
11 ③マネープランニング研修 相 16.7 25.0 6
10 ②キャリアプランニング研修 33.3 63.9 12
9 ①スキルアップ研修 52.8 86.1 19

図3　各取組を実施していると答えた事例の割合（企業回答）
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支援に関わる用者の主たる疾患や障害名（複数回答）
図３（単純集計） 図４（キャリア見つめ直しに効果） 図４（キャリア見つめ直しに効果）
n % n ％ 図3n-図4ｎ（効果なし） ％

6 基礎体力(n=63) 63 91.3 13 20.6 50 20.6 医療連絡支援（n=44） 27.3

4 リラクセーション(n=68) 68 98.6 20 29.4 48 29.4 企業支援（n=45） 31.1

9 その他(n=10) 10 14.5 3 30.0 7 30.0 基礎体力支援（n=48） 41.7

5
作業能力・集中力
(n=65)

65 94.2 23 35.4 42 35.4 その他（n=11） 45.5

8 感情表現(n=34) 34 49.3 17 50.0 17 50.0 対人技能支援（n=48） 45.8

3
コミュニケーション
(n=68)

68 98.6 40 58.8 28 58.8 新たな職務支援（n=28） 46.4

20.6

29.4

30.0

35.4

50.0

58.8

72.6

84.1

100.0

0 20 40 60 80 100

基礎体力(n=63)

リラクセーション(n=68)

その他(n=10)

作業能力・集中力(n=65)

感情表現(n=34)

コミュニケーション(n=68)

モチベーション(n=62)

症状自己管理(n=69)

自己洞察(n=69)

n=69

27.3

31.1

41.7

45.5

45.8

46.4

47.7

52.1

79.2

89.6

0 20 40 60 80 100

医療連絡支援（n=44）

企業支援（n=45）

基礎体力支援（n=48）

その他（n=11）

対人技能支援（n=48）

新たな職務支援（n=28）

企業連絡支援（n=44）

作業遂行支援（n=48）

障害特性支援（n=48）

キャリア支援（n=48）

n=48

％

％

図 1　「利用者のキャリアの見つめ直しに影響を
与えた支援」医療機関の回答

図 2　「利用者のキャリアの見つめ直しに影響を
与えた支援」地域障害者職業センターの回答

図 3　各取組を実施していると答えた事例の割合
（企業回答）



－障害者雇用の質の向上に取り組む企業の実態－

調査研究報告書	№184

企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と課題
に関する調査研究

中山 奈緒子、桃井 竜介、山科 正寿、高木 啓太、永登 大和（障害者職業総合センター）
大谷 真司（元障害者職業総合センター）

●研究の目的
本調査研究は、企業における障害者雇用の質の向上に関する取組の現状と課題及び必要な支援の内容を明らかにする

とともに、企業の具体的な取組事例を紹介することで、障害者雇用の質の向上に資するための政策の検討や、地域障害

者職業センター等の支援機関による企業への支援等に役立つものとすることを目的としました。

●活用のポイントと知見
○ �本調査研究は、企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の実施状況、取組の効果、課題、必要な制度や支援

等についてまとめています。

○ �企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状を知るための基礎的資料としてご活用いただけます。また、

支援機関が障害者雇用の質の向上に取り組む企業を支援する際の参考資料としてご活用いただけます。

○ �企業アンケート調査の集計・分析結果や、企業ヒアリング調査で把握された取組事例をまとめたパンフレット（「障害

者雇用の質の向上に向けて」）を作成しましたので、ご活用ください。

本調査研究では、「能力開発、評価・処遇

等の取組」（表）などの、企業における障

害者雇用の質の向上に向けた様々な取組

の状況等について把握しています。

－障害者雇用の質の向上に取り組む企業の実態－

調査研究報告書　No.184

企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と課題に関する調査研究

●研究の目的

本調査研究は、企業における障害者雇用の質の向上に関する取組の現状と課題及び必要な支援の内容を明らかにすると

ともに、企業の具体的な取組事例を紹介することで、障害者雇用の質の向上に資するための政策の検討や、地域障害者職業

センター等の支援機関による企業への支援等に役立つものとすることを目的としました。

●活用のポイントと知見

○ 本調査研究は、企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の実施状況、取組の効果、課題、必要な制度や支援

    等についてまとめています。

○ 企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状を知るための基礎的資料としてご活用いただけます。また、支

    援機関が障害者雇用の質の向上に取り組む企業を支援する際の参考資料としてご活用いただけます。

○ 企業アンケート調査の集計・分析結果や、企業ヒアリング調査で把握された取組事例をまとめたパンフレット（「障害者雇

    用の質の向上に向けて」）を作成しましたので、ご活用ください。

中山 奈緒子、桃井 竜介、山科 正寿、高木 啓太、永登 大和 （障害者職業総合センター）
大谷 真司 （元障害者職業総合センター）

5

障害者雇用の質の向上に向けた企業の取組の実施状況

・自社と同じ障害種別の方を雇用している企業では、どのような取組が多く実施されていたでしょう
か。取組の参考にしてみましょう。

・実施率の高い取組がある一方で、「障害のある方が指導役やリーダー役を経験する機会の提供」
や「障害のある方の希望・能力を踏まえた業務目標の設定」、「キャリアに関する相談の実施」など、
まだ取り組んでいる企業が少ない取組もありました。しかし、これらの取組も効果のある取組です。次
のページから、障害のある方や、職場・企業にとって効果的な取組をご紹介します。

●精神障害のある方のみを雇用

●身体・知的・精神障害のある方を雇用

 精神障害のある方のみを雇用している企業では、担当職務についての希望の確
認など業務とのマッチングに関する取組が多く実施されていました。

取組内容 実施率

担当職務についての障害のある方本人の希望の確認 80.2%

昇進・昇格・賞与等について、障害のない方と共通の基準の適用 73.8%

障害のある方の能力や特性と業務とのマッチングの定期的な状況確認 69.8%

複数の手段による、障害のある方の能力や特性の把握

（面接、作業観察、支援機関からの情報提供等）
69.0%

業務実績等を踏まえた人事評価の実施 61.9%

担当する作業の手順やスケジュール等に関する、一定の責任や裁量の付与 61.1%

障害のない方と共通の研修 61.1%

障害のある方の業務パフォーマンスに関する振り返り・フィードバックの定期的な実施 59.5%

会社の人材育成方針や身につけるべき知識・能力の伝達 58.7%

個々の障害のある方の能力や特性に合った職務の創出又は再構成 57.9%

取組内容 実施率

担当職務についての障害のある方本人の希望の確認 89.1%

障害のある方の能力や特性と業務とのマッチングの定期的な状況確認 84.7%

複数の手段による、障害のある方の能力や特性の把握
（面接、作業観察、支援機関からの情報提供等）

83.9%

昇進・昇格・賞与等について、障害のない方と共通の基準の適用 82.6%

障害のない方と共通の研修 76.1%

障害のある方の業務パフォーマンスに関する振り返り・フィードバックの定期的な実施 73.5%

入社前の実習やインターンシップ 73.2%

業務実績等を踏まえた人事評価の実施 72.7%

個々の障害のある方の能力や特性に合った職務の創出又は再構成 72.5%

担当する作業の手順やスケジュール等に関する、一定の責任や裁量の付与 71.2%

 身体・知的・精神障害のある方を全て雇用している企業では、全体的に取組の実
施率が高い傾向がみられました。

障害者雇用の質の向上に向けて

（パンフレット）

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai86.html

本調査研究では、「能力開発、評価・

処遇等の取組」（表）などの、企業に

おける障害者雇用の質の向上に向け

た様々な取組の状況等について把握

しています。

能力開発、評価・処遇等の取組

カテゴリ 能力開発、評価・処遇等の取組

・複数の手段による、障害者の能力や特性の把握（面接、作業観察、支援機関からの情報提供等）

・入社前の実習やインターンシップ

・担当職務についての障害者本人の希望の確認

・個々の障害者の能力や特性に合った職務の創出又は再構成

・障害者の能力や特性と業務とのマッチングの定期的な状況確認

・多様な業務への取組機会の提供

・担当する作業の手順やスケジュール等に関する、一定の責任や裁量の付与

・障害者が指導役やチームリーダー役を経験する機会の提供

・障害者の業務パフォーマンスに関する振り返り・フィードバックの定期的な実施

・障害のない従業員と共通の研修

・障害のある従業員に向けた独自の研修

・自己啓発に関する補助金の支給

・資格取得に対するインセンティブの付与

・社内表彰制度

・昇進・昇格・賞与等について、障害のない従業員と共通の基準の適用

・障害に配慮した昇進・昇格・賞与等の基準の設定または基準の明確化

・障害者の希望・能力を踏まえた業務目標の設定

・業務実績等を踏まえた人事評価の実施

・人事評価に基づく待遇の実施

・会社の人材育成方針や身につけるべき知識・能力の伝達

・個別のキャリアプラン、教育訓練の計画等の作成

・特定の仕事を極める、様々な業務を経験する、リーダーや管理職に昇進するなど、複数のキャリアパスの提示

・キャリアラダー（職階や年次等の段階ごとに職務内容や必要なスキルを整理したもの）等の適用

・障害者も参加可能なキャリアに関する研修の実施（キャリアデザイン研修等）

・キャリアに関する相談の実施（上司、人事担当者、キャリアコンサルタント等）

業務との
マッチング

教育訓練
（OJT)

教育訓練
（Off-JT)

評価・処遇

中長期的な
キャリア形成

カテゴリ 能力開発、評価・処遇等の取組

・複数の手段による、障害者の能力や特性の把握（面接、作業観察、支援機関からの情報提供等）

・入社前の実習やインターンシップ

・担当職務についての障害者本人の希望の確認

・個々の障害者の能力や特性に合った職務の創出又は再構成

・障害者の能力や特性と業務とのマッチングの定期的な状況確認

・多様な業務への取組機会の提供

・担当する作業の手順やスケジュール等に関する、一定の責任や裁量の付与

・障害者が指導役やチームリーダー役を経験する機会の提供

・障害者の業務パフォーマンスに関する振り返り・フィードバックの定期的な実施

・障害のない従業員と共通の研修

・障害のある従業員に向けた独自の研修

・自己啓発に関する補助金の支給

・資格取得に対するインセンティブの付与

・社内表彰制度

・昇進・昇格・賞与等について、障害のない従業員と共通の基準の適用

・障害に配慮した昇進・昇格・賞与等の基準の設定または基準の明確化

・障害者の希望・能力を踏まえた業務目標の設定

・業務実績等を踏まえた人事評価の実施

・人事評価に基づく待遇の実施

・会社の人材育成方針や身につけるべき知識・能力の伝達

・個別のキャリアプラン、教育訓練の計画等の作成

・特定の仕事を極める、様々な業務を経験する、リーダーや管理職に昇進するなど、複数のキャリアパスの提示

・キャリアラダー（職階や年次等の段階ごとに職務内容や必要なスキルを整理したもの）等の適用

・障害者も参加可能なキャリアに関する研修の実施（キャリアデザイン研修等）

・キャリアに関する相談の実施（上司、人事担当者、キャリアコンサルタント等）

業務との
マッチング

教育訓練
（OJT)

教育訓練
（Off-JT)

評価・処遇

中長期的な
キャリア形成

能力開発、評価・処遇等の取組

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai86.html

障害者雇用の質の向上に向けて
（パンフレット）



－アセスメントシートの効果的な活用方法－

調査研究報告書	№185

「就労支援のためのアセスメントシート」の効果的な活用方法
に関する研究

浅賀 英彦、田中 規子、井口 修一（障害者職業総合センター）

●研究の目的
「就労支援のためのアセスメントシート」（以下「アセスメントシート」といいます。）については、効果的に活用する

ための実践知の蓄積が十分でないことが課題になっています。このような現状を踏まえ、アセスメントシートの活用方法、

活用事例等の実践知を収集し、アセスメントシートの効果的な活用方法を検討することを目的としました。

●活用のポイントと知見
○ �本調査研究の結果をもとに、調査研究報告書のほか、アセスメントシートの効果的な活用方法を支援者に読みやすい

かたちで提供するための「活用ガイド」を作成しました。

○ �「活用ガイド」の構成は以下のとおりであり、アセスメントシートによるアセスメントを実施する際にご活用いただけ

ます。

・�活用方法の基礎から学びたい方は、「第 1 章　基礎編」から読み進めてください。
・�すでに活用されている方や「活用の手引」の内容を理解されている方は、「第 2 章　実践編」から読み始めてく

ださい。
・�就労支援機関別（就労移行支援事業所、障害者就業・生活支援センター、ハローワーク）の活用状況や活用事例

を知りたい方は、「第 3 章　就労支援機関別活用編」をお読みください。

－アセスメントシートの効果的な活用方法－

調査研究報告書　No.185

「就労支援のためのアセスメントシート」の効果的な活用方法に関する研究

浅賀 英彦、田中 規子、井口 修一 （障害者職業総合センター）

●研究の目的

「就労支援のためのアセスメントシート」（以下「アセスメントシート」といいます。）については、効果的に活用するための実践

知の蓄積が十分でないことが課題になっています。このような現状を踏まえ、アセスメントシートの活用方法、活用事例等の実

践知を収集し、アセスメントシートの効果的な活用方法を検討することを目的としました。

●活用のポイントと知見

○ 本調査研究の結果をもとに、調査研究報告書のほか、アセスメントシートの効果的な活用方法を支援者に読みやすいかた

　  ちで提供するための「活用ガイド」を作成しました。

○ 「活用ガイド」の構成は以下のとおりであり、アセスメントシートによるアセスメントを実施する際にご活用いただけます。

「活用ガイド」の構成

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai87.html

第第１１章章　　基基礎礎編編
１．アセスメントシートとは

２．アセスメントにおいて重要な視点

３．アセスメントの実施方法

４．アセスメントにおける留意点

５．アセスメント結果の活用

第第２２章章　　実実践践編編
１．アセスメントシートの対象事例

２．実施前の準備・情報収集

３．アセスメントシート記載内容の説明

４．評価項目・評価領域の選択

５．協同評価の方法

６．効率的で効果的なアセスメントを行うための工夫

７．個別面談において必要なスキル

８．個別面談で参考になる面接技法

第第３３章章　　就就労労支支援援機機関関別別活活用用編編
１．就労移行支援事業所における活用

２．障害者就業・生活支援センターにおける活用

３．ハローワークにおける活用

・活用方法の基礎から学びたい方は、「第１章 基礎編」から読み進めてください。

・すでに活用されている方や「活用の手引」の内容を理解されている方は、「第２章 実践編」から読み始めて

ください。

・就労機関別（就労移行支援事業所、障害者就業・生活支援センター、ハローワーク）の活用状況や活用事例

を知りたい方は、「第３章 就労支援機関別活用編」をお読みください。

第第１１章章　　基基礎礎編編
１．アセスメントシートとは

２．アセスメントにおいて重要な視点

３．アセスメントの実施方法

４．アセスメントにおける留意点

５．アセスメント結果の活用

第第２２章章　　実実践践編編
１．アセスメントシートの対象事例

２．実施前の準備・情報収集

３．アセスメントシート記載内容の説明

４．評価項目・評価領域の選択

５．協同評価の方法

６．効率的で効果的なアセスメントを行うための工夫

７．個別面談において必要なスキル

８．個別面談で参考になる面接技法

第第３３章章　　就就労労支支援援機機関関別別活活用用編編
１．就労移行支援事業所における活用

２．障害者就業・生活支援センターにおける活用

３．ハローワークにおける活用

「活用ガイド」の構成

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai87.html



－その人らしく、ずっと働ける環境づくり－

調査研究報告書	№186

中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する研究

武澤 友広、宮澤 史穂、中野 善文、山口 春夫（障害者職業総合センター）

●研究の目的
本研究は、障害のある労働者が年齢を重ねる中で生じる困りごとや、事業主が直面する雇用管理上の課題、その対応

として行われる配慮の実態と効果を明らかにすることを目的としています。中高年齢層の障害のある労働者の活躍を推

進する上での雇用継続支援やキャリア形成支援のあり方を総合的に検討しています。

●活用のポイントと知見
○ �中高年齢層の障害のある労働者が直面する困りごとの理解に向けた基礎的資料として活用できます。

○ �事業所や支援機関における中高年齢層の障害のある労働者の困りごとへの対応や相談体制、職場づくりの改善策等の

検討に活用できます。

○ �収集したデータに基づき、企業にとって参考となる好事例や取組のポイントなどをまとめた事例集『取組事例から学

ぶ「中高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント』を作成しました。

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai88.html

－その人らしく、ずっと働ける環境づくり－

調査研究報告書　No.186

中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する研究

武澤 友広、宮澤 史穂、中野 善文、山口 春夫 （障害者職業総合センター）

●研究の目的

本研究は、障害のある労働者が年齢を重ねる中で生じる困りごとや、事業主が直面する雇用管理上の課題、その対応とし

て行われる配慮の実態と効果を明らかにすることを目的としています。中高年齢層の障害のある労働者の活躍を推進する上

での雇用継続支援やキャリア形成支援のあり方を総合的に検討しています。

●活用のポイントと知見

○ 中高年齢層の障害のある労働者が直面する困りごとの理解に向けた基礎的資料として活用できます。

○ 事業所や支援機関における中高年齢層の障害のある労働者の困りごとへの対応や相談体制、職場づくりの改善策等の検

　  討に活用できます。

○ 収集したデータに基づき、企業にとって参考となる好事例や取組のポイントなどをまとめた事例集『取組事例から学ぶ「中

　  高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント』を作成しました。

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai88.html

企業にとって参考となる好事例や取組のポイントなどをまとめた資料

取組事例から学ぶ

「中高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント

～活き活きと長く働ける環境づくりのヒント～

取組事例から学ぶ
「中高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント

～活き活きと長く働ける環境づくりのヒント～

企業にとって参考となる好事例や取組のポイントなどをまとめた資料

取組事例から学ぶ
「中高年齢障害者の雇用継続・
キャリア形成支援」のポイント
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－手帳を所持していない障害者の就労・支援の実態－

調査研究報告書	№187

障害者手帳を所持していない精神障害者、発達障害者の
就労・支援実態等に関する調査研究

根本 友之、桃井 竜介、高木 啓太、大石 甲、佐藤 涼矢、布施 薫（障害者職業総合センター）
増田 保美（元障害者職業総合センター）

●研究の目的
本調査研究は、障害者の雇用の促進等に関する法律上の障害者であって、精神障害又は発達障害を有して診断を受け

ているが障害者手帳を所持していない者について、就労支援機関における就労支援の状況、就労上の課題、手帳を取得

しない理由、支援事例等について把握を行い、政府における施策の検討や就労支援機関における効果的な支援方法、課

題への対処等の検討に資することを目的として行いました。

●活用のポイントと知見
○ �本調査研究は、手帳を所持していない者についての就労支援機関における就労支援の状況や取組事例等を整理してい

ます。

○ �就労支援機関等において、効果的な支援方法、課題への対処等の検討を行う際の参考資料としてご活用いただけます。

3.2%

26.4%

36.6%

17.7%

4.5%

1.4%

7.6%

1.5%

1.1%

2.2%

30.0%

36.8%

14.1%

5.9%

1.7%

5.6%

2.5%

1.2%

3.2%

29.4%

31.4%

19.4%

6.2%

2.5%

3.4%

1.8%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

過去に申請したことがあるが、交付されなかった

本人の手帳についての知識が不十分なため申請していない

本人が必要性を感じていないため申請していない

本人の心理的抵抗等により申請していない

家族等の心理的抵抗等により申請していない

手帳申請の手続きが困難である(診断を受けられる医療機関がない、

受診までの待機時間が長期にわたっている等）ため、申請していない

障害が軽度である等の理由で交付の見込みがないため申請していない

その他

無回答

精神障害(n=719)

発達障害(n=693)

重複障害(n=439)

1 ページ

手帳を所持していない理由



－諸外国の障害者雇用施策の最新動向を知る！－

調査研究報告書	№188

諸外国における障害者雇用施策の現状と課題に関する研究

下條 今日子、武澤 友広、藤本 優（障害者職業総合センター）
春名 由一郎（Next Being ラボ）、清野 絵（国立障害者リハビリテーションセンター研究所）、浜島 恭子（明治学院大学）

石﨑 由希子（横浜国立大学大学院）、佐々木 達也（名古屋学院大学）、永野 仁美（上智大学）、小澤 真（大阪公立大学）

●研究の目的
本調査研究は、労働政策審議会の答申を踏まえ、日本における今後の障害者雇用施策の在り方の検討を進める上で、

アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの 4 か国の就労支援の対象となる障害者、包摂的な働く場の確保、多様で個別

的な支援ニーズに対応する専門支援制度・サービスなどの具体的な施策とその成果を明らかにするとともに、日本と諸

外国を比較することで、日本の障害者雇用施策の特徴や成果・強みを整理することを目的としました。

●活用のポイントと知見
○ �現状における日本と諸外国（アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス）における障害者雇用施策を比較する場合の基

礎的な資料として活用できます。

○ �歴史的な変遷等も含めた障害者雇用施策の詳細について、国毎に確認することができます。

枠組み 観点

・障害種類・程度別の生産年齢人口

・障害者雇用支援の対象となる障害者の範囲

・重点的な雇用支援を必要とする障害者の範囲

・障害者の就労可能性と配慮・支援の相互作用の認識

・多様な働き方での障害者の就労状況

・障害者雇用率制度等の数値目標と雇用促進策

・障害者雇用の質の向上とその評価指標等

・障害者の雇用促進と福祉制度との連携（福祉的就労から一般就労の移行等）

・障害者と事業主に対する支援制度・サービス

・専門知識の蓄積を踏まえた障害者と事業主への支援

・医療、福祉、教育、就労等の総合的支援の実現方法

・職業リハビリテーションの人材育成と体制整備

雇用に関する支援の対象となる
軽度から重度までの障害者

多様な障害者が活躍できる
包摂的な働く場の確保

多様で個別的な支援ニーズに対応できる
専門支援制度・サービス  

日本と諸外国の障害者雇用施策を比較するための 3 つの枠組み



障害者の就労支援に役立つ
新刊のご紹介

障害者職業総合センター（NIVR：ナイバー）とは・・・「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき設置されており、
広域・地域障害者職業センターの運営、職業リハビリテーションに関する研究、技法の開発及びその成果の普及等を行っている機関です。

障害者職業総合センター（NIVR）

マニュアル№87（令和８年３月発行）

就労支援のためのアセスメントシート活用ガイド

マニュアルNo.88（令和８年３月発行）

マニュアルNo.86（令和８年３月発行）

そんなあなたに
・・・

✓

企業担当者

？

そんなあなたに
・・・

本ガイドでは、アセスメントシートを効果的に活用するための評価
項目の選び方や事前準備、情報収集、本人と支援者の協同
評価の進め方の工夫を紹介しています。また、評価のずれへの
気づき方や支援計画へのつなげ方のポイントも具体例とともに解
説しています。アセスメントシートによる評価を実施する際のヒント
にご活用いただけます。

アセスメントシートを使ってみたいが、どの項目を選択し、どう評価するの
か、結果をどう支援計画に結びつければよいのか迷うことが多い。

支援者

企業担当者

そんなあなたに
・・・

？

✓

✓

？

令和７年度版

障害者雇用の質の向上に向けて

障害のある社員が能力を発揮しながら働ける職場にするため、業務の
マッチングや評価、キャリア形成など、どこから取り組めばよいか知りたい。

本パンフレットは、企業アンケートやヒアリングで得られた障害者雇用の質
の向上に向けた企業の取組の現状や取組事例について紹介しています。
業務マッチング、教育訓練、評価・処遇、キャリア形成などの視点から、
障害者雇用の質を高めるためのポイントをまとめており、自社の取組を検
討する際の参考としてご活用いただけます。

取組事例から学ぶ「中高年齢障害者の雇用継続・
キャリア形成支援」のポイント

中高年齢の障害のある社員が、年齢や健康状態の変化に不安を抱えており、
どのように支援すれば雇用を継続できるのか、具体的な事例を知りたい。

本事例集は、中高年齢の障害のある方が加齢や環境変化により抱える
課題に対し、企業が、職務調整や環境整備、在宅勤務、医療・支援機
関との連携において、どのように対応したかの事例やキャリア形成支援の取
組事例を紹介しています。巻末には、企業が活用できる支援制度や助成
金などの情報を掲載しています。
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➢ 職場復帰支援におけるキャリア再形成に関する調査研究（調査研究報告書No.183）
➢ 企業における障害者雇用の質の向上に向けた取組の現状と課題に関する調査研究（調査研究報告書No.184）
➢ 「就労支援のためのアセスメントシート」の効果的な活用方法に関する（調査研究報告書No.185）
➢ 中高年齢障害者の雇用継続支援及びキャリア形成支援に関する研究（調査研究報告書No.186）
➢ 障害者手帳を所持していない精神障害者、発達障害者の就労・支援実態等に関する調査研究（調査研究報告書No.187 ）
➢ 諸外国における障害者雇用の現状と課題に関する研究（調査研究報告書No.188 ）

https://www.nivr.jeed.go.jp/
研究成果物・刊行物の詳細ページからダウンロード

いただけます。

チラシで紹介の資料（PDF版）のダウンロードはこちら 資料（冊子）をご希望の場合は、左のリンク先の「お問い合わせ」より資料請求をお申し込
みください。
（資料（冊子）は無料です。部数によっては送料をご負担いただく場合があります。）

実践報告書No.43（令和８年３月発行）

作業管理支援の改良

そんなあなたに
・・・

令和３年度に開発した作業管理支援の技法を、発達障害者
のみならず、精神障害者や高次脳機能障害者などに拡大し、
在職中、求職中を問わずさまざまな状況の方に幅広く活用でき
るよう改良しました。また、「どうすれすればうまくいくか」に着目し、
「ふり返りシート」などを見直し、実用性の向上を図りました。

作業管理（締切りのある複数課題を的確に処理し、完了させる力）に
関する対処方法を知りたい。

？

✓

雇用管理場面における職場適応を促進するための相談技法
～自社社員との相互理解を図る視聴覚教材～

実践報告書No.44（令和８年３月発行）

雇用管理担当者と障害のある社員の相互理解を促進し、双方向のコミュニ
ケーションを生み出すきっかけとなる、両者が「ともに学ぶ」形式の視聴覚教材
を開発しました。視聴覚教材活用のポイントと留意点についても掲載してい
ます。

そんなあなたに
・・・

社員の話をうまく引き出せていない、つい指導的な関わり方になってしまう･･･

実践報告書No.45（令和８年３月発行）

在職中の高次脳機能障害者の職場再適応に
向けた支援技法の開発

そんなあなたに
・・・

在職中の高次脳機能障害のある方に対する支援介入に至るま
でのアプローチや、本人及び企業が利用しやすい支援体制の構
築について、実践事例を基にまとめました。また、支援に活用でき
るツールとして、「相談シート：思い当たることはありませんか？」
「職場の“今”の共有シート」など、開発した各種ツールについても
紹介しています。

高次脳機能障害のある方を雇用する企業担当者から、職場で課題が
発生していると相談を受けた。

障害者職業総合センター 研究企画部企画調整室
TEL:043-297-9067

職業センター企画課調整係
TEL:043-297-9043

支援者

企業担当者

支援者

？

？

✓

✓

他にも以下の資料を発行しました。ぜひNIVRホームページ (https://www.nivr.jeed.go.jp/) よりご確認ください！
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